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１．はじめに 

通常学級注 1）における特別支援教育を効果的に実

践すべく，特別支援教育コーディネーターをはじめ

とする教員の地道な努力が求められている。その内

容として「連携」がある。ここでは，教員の連携の

ための技能あるいは要領が問われる。「附属学校特

別支援教育連携専門委員会」（以下，本委員会と記

す）では，これを「連携スキル」と称し，その伸長

に資する研修プログラムの開発をめざしている。こ

のために本委員会は，教員がそもそも発揮している

「連携スキル」を特定すべく，附属校園及び公立ま

たは私立の研究協力校園（以下，連携校園と記す）

において探索した。その上で，研修内容の考案にお

いては，連携スキルが必然的に含まれる「一連の目

的的な連携の営み」それ自体を研修内容として設定

することが現実的かつ有用であると考えた１）。 
さて，本稿では，上記した連携校園における探索

の過程及び結果として見出された連携の実施体制

について報告する。なお，文中においては，関係す

る個人や学校名等の匿名性を担保するため，複数の

事例を混成するなどし，報告の主旨に影響しない範

囲で記述の一部を改編した。 

 

２．連携校園における探索の実績 

本委員会が実施した連携校園における探索の具 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

注 1）本稿を含む一連の研究の標題及び本文では慣例として「通

常の学級」を「通常学級」と表記している。そもそも「通常学

級」は公用語ではなく，特別支援学級との対比から「通常の学

級」と通称されたものが短縮されたものにすぎない。 

体的な方法は，本委員会委員である大学教員らによ

る巡回訪問であり，特別支援教育を効果的に実践す

ることを目指した実際的な連携によるアクション

リサーチであった。 

連携校園の内訳は，５幼稚園・保育所（附属幼稚

園1園を含む），６小学校（附属小学校1校を含む），

２中学校（附属中学校 1校を含む），３高等学校で

ある。平成 29年度からから令和 2年度まで（平成

28 年は試行期間として除外）に実施した巡回訪問

の回数を表１に示した。これによると，これまでに

実施した巡回訪問の回数は，全 222回であり，幼稚

園・保育所では 77回（内，附属幼稚園は 49回），

小学校では 66回（内，附属小学校は 52回），中学

校では 50回（内，附属中学校は 36回），高等学校

では 23回(そもそも附属学校はない)であった。 

 

表１ 巡回訪問の実績（のべ回数） 

年度 対象 

幼稚園・保育園 小学校 中学校 高等学校 

平成 29 21(13) 27(20) 15(8) 5(-) 

平成 30 18(11) 12(12) 14(7) 10(-) 

令和元 24(14) 10(10) 10(10) 8(-) 

令和２ 14(11) 17(10) 11(11) 0(-) 

 計 77(49) 66(52) 50(36) 23(-) 

（ ）は附属校園の回数。   令和 2年 12月現在の実績。 

 

３．連携校園における連携の実施体制 

（１）Ａ幼稚園の実施体制 

 Ａ幼稚園に対して，月一回（５～12 月）定例で

（令和３年３月４日受理）
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の巡回訪問を実施した。訪問者は，本委員会委員の

大学教員１名と，附属特別支援学校教員で特別支援

教育コーディネーターの１名であった。なお，教育

の一環として特別支援教育を学ぶ大学院生が同行

し，ＯＪＴ（On-the-Job Training）並びに補助業務

に従事した。巡回訪問日における実施内容について

表２に示した。 

 本委員会とＡ幼稚園の連携においては，「幼稚園

教員が対象幼児にどのようにかかわればよいか」を

見出すことが主訴とされた。これに資するべく，訪

問者は，事前の打ち合わせで，対象児の近況並び参

観時の観点を確認した。ここでは，毎回対象幼児の

担任教員から「育ちの記録」と称するA4版１枚の

情報提供書 2)が作成され提示された（図１）。この

後，訪問者は保育を参観し，事後の打ち合わせにて，

観察事項を報告し，主訴に応えるべく，対象幼児の

様子をいかに理解するか，という解釈の視点の提供，

支援方法の具体的なアイディアなどの提案を行っ

た。 

 以上の内容が連携における基本的な事項であっ

たが，Ａ幼稚園では，連携の充実策として，以下の

内容を独自に企画し取り組んだ。 

 第一に，「特別支援に関する連絡会」の特設とそ

の実施である。そもそも，巡回訪問日における事後

の打ち合わせにおいては，副園長が訪問者に対応し

た。したがって，訪問者の報告内容等は，担任教員

に対して副園長を介して個別に伝達されていた。し

かし，担任教員からは，直接的で双方向的な情報交

換の要望がなされたことから，年に数回，巡回訪問

日とは別日の，幼児の降園後の時間帯に，「特別支

援連絡会」と称する情報交換会が企画された。ここ

では，巡回訪問する大学教員と附属特別支援学校教

員に加え，随時あるいは単発的に訪問し参観する本

委員会委員の大学教員も加えられ，情報交換におけ

る内容の充実が図られた。 

 第二に，対象幼児の保護者に対する個別相談対応

である。幼児の発達及び適応において悩みを有する

保護者数名を対象として，巡回相談の大学教員が対

応した。ここでは，保護者の情緒的な支援を前提と

しつつ，幼児の発達及び適応促進のために，幼稚園

と家庭それぞれの対応の具体などが検討された。こ

のことは，そもそも保護者自身の意向あるいは幼稚

園からの勧めへの同意を前提として実施され，ここ

では，大学教員を介した保護者と幼稚園の実質的な

連携が促進された。 

 第三に，幼小接続に資する三者連携である。これ

は，年長対象幼児について，卒園直前の２～３月に

巡回訪問の機会が特設された。ここでは，定例の巡

回訪問担当者に加えて，小学校の特別支援教育コー

ディネーターが保育参観し，幼児の降園後の時間帯

に，年長対象幼児の担任教員を交えての情報交換が

なされた。また，この年長対象幼児が４月に小学校

に入学したのちには，幼稚園教員が，小学校の授業

参観をすることがなされた。 

 

表２ Ａ幼稚園における巡回訪問日における実施内容 

時刻  実施内容  Ａ幼稚園対応者 

8：40 事前打ち合わせ 特別支援教育コーディネーター 

9：00 保育参観 （各教員） 

11：30 事後打ち合わせ 副園長 

12：30 終了 -- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 「育ちの記録」の記入例  

本児がどおしてこのような行動をするのかを知り、かかわり方を知りたい。
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（２）Ｂ小学校の実施体制 

 Ｂ小学校に対して，月一回（５～12 月）定例で

の巡回訪問を実施した。訪問者は，本委員会委員の

大学教員 1 名と，附属特別支援学校教員 1 名であ

った。なお，教育の一環として特別支援教育を学ぶ

大学院生が同行し，ＯＪＴ並びに補助業務に従事し

た。巡回訪問日における実施内容について表３に示

した。 

本委員会とＢ小学校の連携においては，「小学校

教員が対象児童への対応や，対象児童を含めた学級

における授業づくりや学級経営をどのようにすれ

ばよいか」を見出すことが主訴とされた。これに資

するべく，訪問者は，事前の打ち合わせで，対象児

童の近況並び参観時の観点を確認した。 

この後，訪問者は授業を参観し，事後の打ち合わ

せにて，観察事項を報告し，主訴に応えるべく，対

象児童の様子をいかに理解するか，という解釈の視

点の提供，支援方法の具体的なアイディアなどの提

案を行った。 

 以上の内容が連携における基本的な事項であっ

たが，Ｂ小学校は，連携の充実策として，以下の内

容を独自に企画し取り組んだ。 

 第一に，職員研修会の実施である。そもそも，巡

回訪問日における事前及び事後の打ち合わせにお

いては，特別支援教育コーディネーターを兼ねる教

員が訪問者に対応した。したがって，訪問者の報告

内容等は，特別支援教育コーディネーターを介して

職員会議にて報告されたり，学年長や学級担任に対

して個別に伝達されたりしていた。しかし，Ｂ小学

校においては，学校としての基本的な対応方針や方

策を求め，年一回の特別支援教育に関する研修会が

企画され，訪問者が講師として招聘された。ここで

は，定期巡回訪問時の報告内容等を知見として整理

し伝達された。また，本委員会委員の他の大学教員

による講話なども加えられた。具体的な内容として

以下があった。すなわち，①児童理解に資する観点

の整理や提案として，認知特性の理解に資する講話，

②アセスメントのツールの紹介と活用演習，③ユニ

バーサルデザイン授業の実施に資する観点や具体

的な方法論であった。これには，岩手大学教育学部

附属小学校と附属中学校と教育学部特別支援教育

科による実践研究として取り組まれた文部科学省

委託事業「2019 年度発達障害の可能性のある児童

生徒等に対する支援事業」3）で得られた知見等が活

用された。 

 第二に，対象児童の保護者に対する個別相談対応

である。学業不振や不適応行動など児童の発達及び

適応において悩みを有する保護者数名を対象とし

て，巡回相談の大学教員が対応した。ここでは，保

護者の情緒的な支援を前提としつつ，児童の発達及

び適応促進のために，小学校と家庭それぞれの対応

の具体などが検討された。このことは，そもそも保

護者自身の意向あるいは小学校からの勧めへの同

意を前提として実施され，ここでは，大学教員を介

した保護者と小学校の実質的な連携が促進された。 

 第三に，対象児童のアセスメントや個別指導であ

る。これは，そもそも保護者自身の意向あるいは小

学校からの勧めへの同意を前提として実施され，認

知特性の把握とそれに基づく対応方針についての

レポートが提供された。あわせて，それに基づく個

別指導学習の機会として，大学の研究事業への参加

などが紹介された。 

 

表３ Ｂ小学校における巡回訪問日における実施内容 

時刻  実施内容  Ｂ小学校対応者 

8：40 事前打ち合わせ 特別支援教育コーディネーター 

9：00 授業参観 （各教員） 

12：20 事後打ち合わせ 特別支援教育コーディネーター 

13：00 終了 -- 

 

（３）Ｃ中学校の実施体制 

Ｃ中学校に対して，月一回（５～12 月）定例で

の巡回訪問を実施した。訪問者は，本委員会委員で

ある大学教員 1名であった。なお，教育の一環とし

て特別支援教育を学ぶ大学院生が同行し，ＯＪＴ並

びに補助業務に従事した。巡回訪問日における実施

内容について表４に示した。 

本委員会とＣ中学校の連携においては，「中学校

教員が対象生徒への対応や，対象生徒を含めた学級
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（２）Ｂ小学校の実施体制 

 Ｂ小学校に対して，月一回（５～12 月）定例で

の巡回訪問を実施した。訪問者は，本委員会委員の

大学教員 1 名と，附属特別支援学校教員 1 名であ

った。なお，教育の一環として特別支援教育を学ぶ

大学院生が同行し，ＯＪＴ並びに補助業務に従事し

た。巡回訪問日における実施内容について表３に示

した。 

本委員会とＢ小学校の連携においては，「小学校

教員が対象児童への対応や，対象児童を含めた学級

における授業づくりや学級経営をどのようにすれ

ばよいか」を見出すことが主訴とされた。これに資

するべく，訪問者は，事前の打ち合わせで，対象児

童の近況並び参観時の観点を確認した。 

この後，訪問者は授業を参観し，事後の打ち合わ

せにて，観察事項を報告し，主訴に応えるべく，対

象児童の様子をいかに理解するか，という解釈の視

点の提供，支援方法の具体的なアイディアなどの提

案を行った。 

 以上の内容が連携における基本的な事項であっ

たが，Ｂ小学校は，連携の充実策として，以下の内

容を独自に企画し取り組んだ。 

 第一に，職員研修会の実施である。そもそも，巡

回訪問日における事前及び事後の打ち合わせにお

いては，特別支援教育コーディネーターを兼ねる教

員が訪問者に対応した。したがって，訪問者の報告

内容等は，特別支援教育コーディネーターを介して

職員会議にて報告されたり，学年長や学級担任に対

して個別に伝達されたりしていた。しかし，Ｂ小学

校においては，学校としての基本的な対応方針や方

策を求め，年一回の特別支援教育に関する研修会が

企画され，訪問者が講師として招聘された。ここで

は，定期巡回訪問時の報告内容等を知見として整理

し伝達された。また，本委員会委員の他の大学教員

による講話なども加えられた。具体的な内容として

以下があった。すなわち，①児童理解に資する観点

の整理や提案として，認知特性の理解に資する講話，

②アセスメントのツールの紹介と活用演習，③ユニ

バーサルデザイン授業の実施に資する観点や具体

的な方法論であった。これには，岩手大学教育学部

附属小学校と附属中学校と教育学部特別支援教育

科による実践研究として取り組まれた文部科学省

委託事業「2019 年度発達障害の可能性のある児童

生徒等に対する支援事業」3）で得られた知見等が活

用された。 

 第二に，対象児童の保護者に対する個別相談対応

である。学業不振や不適応行動など児童の発達及び

適応において悩みを有する保護者数名を対象とし

て，巡回相談の大学教員が対応した。ここでは，保

護者の情緒的な支援を前提としつつ，児童の発達及

び適応促進のために，小学校と家庭それぞれの対応

の具体などが検討された。このことは，そもそも保

護者自身の意向あるいは小学校からの勧めへの同

意を前提として実施され，ここでは，大学教員を介

した保護者と小学校の実質的な連携が促進された。 

 第三に，対象児童のアセスメントや個別指導であ

る。これは，そもそも保護者自身の意向あるいは小

学校からの勧めへの同意を前提として実施され，認

知特性の把握とそれに基づく対応方針についての

レポートが提供された。あわせて，それに基づく個

別指導学習の機会として，大学の研究事業への参加

などが紹介された。 

 

表３ Ｂ小学校における巡回訪問日における実施内容 

時刻  実施内容  Ｂ小学校対応者 

8：40 事前打ち合わせ 特別支援教育コーディネーター 

9：00 授業参観 （各教員） 

12：20 事後打ち合わせ 特別支援教育コーディネーター 

13：00 終了 -- 

 

（３）Ｃ中学校の実施体制 

Ｃ中学校に対して，月一回（５～12 月）定例で

の巡回訪問を実施した。訪問者は，本委員会委員で

ある大学教員 1名であった。なお，教育の一環とし

て特別支援教育を学ぶ大学院生が同行し，ＯＪＴ並

びに補助業務に従事した。巡回訪問日における実施

内容について表４に示した。 

本委員会とＣ中学校の連携においては，「中学校

教員が対象生徒への対応や，対象生徒を含めた学級

における授業づくりや学級経営をどのようにすれ

ばよいか」を見出すことが主訴とされた。これに資

するべく，訪問者は，事前の打ち合わせで，対象生

徒の近況並び参観時の観点を確認した。 

この後，訪問者は授業を参観し，事後の打ち合わ

せにて，観察事項を報告し，主訴に応えるべく，対

象生徒の様子をいかに理解するか，という解釈の視

点の提供，支援方法の具体的なアイディアなどの提

案を行った。 

 以上の内容が連携における基本的な事項であっ

たが，Ｃ中学校は，連携の充実策として，以下の内

容を独自に企画し取り組んだ。 

第一に，対象生徒の学級担任との面談である。こ

れは，対象生徒に対する学級経営上の対応や行事や

学校生活における日常的な対応，授業中の対応，進

路指導における対応，保護者や外部機関との連携に

かかる打ち合わせなどが含まれた。なお，進路指導

にかかわる内容として，対象生徒自身の自己理解に

基づく進路選択をいかに支援するかということや，

高校入試における合理的配慮の要望事項の整理や

要望にかかわる内容の検討などが含まれた。 

第二に，対象生徒の保護者に対する個別相談対応

である。学業不振や不適応行動など生徒の発達及び

適応において悩みを有する保護者数名を対象とし

て，巡回相談の大学教員が対応した。ここでは，保

護者の情緒的な支援を前提としつつ，生徒の発達及

び適応促進のために，中学校と家庭それぞれの対応

の具体などが検討された。このことは，そもそも保

護者自身の意向あるいは中学校からの勧めへの同

意を前提として実施され，ここでは，大学教員を介

した保護者と中学校の実質的な連携が促進された。 

 第三に，対象生徒のアセスメントや個別指導であ

る。これは，そもそも保護者自身の意向あるいは中

学校からの勧めへの同意を前提として実施された。

例えば，医療機関等で実施済みの心理検査等の結果

が保護者から学校に提供されている場合，そこから

解釈できる対象生徒の認知特性について，学習及び

生活場面での行動への影響や，教員の支援方法の適

合などについて，訪問者が参観によって把握した。

その上で，対象生徒の認知特性に応じた支援の実現

のためのレポートを作成し提供された。また，これ

に基づく，個別指導学習の機会として，大学の研究

事業への参加などが紹介された。 

 第四に，外部機関との連携における側面的支援で

ある。医療機関との連携を要する支援事例について，

学級担任と養護教諭ならびに主治医とのミーティ

ングに，訪問者である大学教員が同行した。これに

よって，対象生徒の行動の背景理解を促進し，学校

での具体的な対応内容を検討した。この内容は個別

の指導計画の形式をもって明示化し，学級担任と養

護教諭による対応内容を定期的に把握し，その経過

を追跡した。 

 

表４ Ｃ中学校における巡回訪問日における実施内容 

時刻  実施内容  Ｃ中学校対応者 

8：40 事前打ち合わせ 特別支援教育コーディネーター 

9：00 授業参観 

担任との面談 

（各教員） 

12：20 事後打ち合わせ 特別支援教育コーディネーター 

13：00 終了 -- 

 

（４）Ｄ高等学校の実施体制 

Ｄ高等学校に対して，三カ月に一回，定例での巡

回訪問を実施した。訪問者は，本委員会委員の大学

教員 1名であった。なお，教育の一環として特別支

援教育を学ぶ大学院生が同行し，ＯＪＴ並びに補助

業務に従事した。巡回訪問日における実施内容につ

いて表５に示した。 
本委員会とＤ高等学校の連携においては，「支援

員が対象生徒への対応や，対象生徒を含めた学級に

おける授業の補助をどのようにすればよいか」「高

等学校教員が対象生徒への対応や，対象生徒を含め

た学級における授業づくりや学級経営をどのよう

にすればよいか」「対象生徒固有の課題（例えば進

路指導）への対応をどのようにすればよいか」を見

出すことが主訴とされた。これに資するべく，訪問

者は，事前の打ち合わせで，対象生徒の近況並びに

参観時の観点を確認した。 

この後，訪問者は授業を参観し，事後の打ち合わ
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せにて，観察事項を報告し，主訴に応えるべく，対

象生徒の様子をいかに理解するか，という解釈の視

点の提供，支援方法の具体的なアイディアなどの提

案を行った。 

以上の内容が連携における基本的な事項であっ

たが，Ｄ高等学校は，連携の充実策として，以下の

内容を独自に企画し取り組んだ。 

 第一に，授業研究会である。「高等学校教員が対

象生徒への対応や，対象生徒を含めた学級における

授業づくりをどのようにすればよいか」に資する方

法論に関する共同検討の場として設定した。これに

よって，Ｄ高等学校の教員同士の情報及び意見交流

が活性化された。 

 第二に，授業評価である。Ｄ高等学校では，全校

生徒に対して学校生活への適応を促進し，学校不適

応を未然防止すべく，独自内容を構成したソーシャ

ルスキルトレーニングを開発し実施している。この

主担当である，Ｄ高等学校の特別支援教育コーディ

ネーターは，この取り組みについて評価し，これに

基づき，この定着・発展を目指していた。そこで，

訪問者は，生徒及び教員を対象とした満足度調査の

実施方法についてのノウハウを提供し，質問項目の

検討及び分析結果について共同で考察した。その上

で，この結果は，特別支援教育コーディネーターに

よって職員会議にて報告された。 

 第三に，既存のアセスメント情報の活用である。

そもそも，Ｄ高等学校では，1学年生徒全員に対し

て，職業適性検査と職業レディネステストが実施さ

れていた。これらの結果は，ＬＨＲや三者面談にお

いて，生徒や保護者に伝達され，表面的な活用に留

まっているとの状況があったという。そこで，職業

適性検査における結果から，１学年全生徒について

個別の認知特性を解釈した。ここでは，分析作業シ

ート兼プロフィールの様式が用いられた(図３)注２）。

これは，認知的な能力を測る下位検査ごとの評価点

を入力し，折れ線グラフを作成するものである。こ

れによって，対象生徒の認知特性が図示される。こ

れを踏まえ，日常の行動観察事項を対照させて，支

援内容及び方法を検討し，個別の指導計画として書

き出した。この作業においては，訪問者が集計およ 

表５ Ｄ高等学校における巡回訪問日における実施内容 

時刻  実施内容  Ｄ高等学校園対応者 

8：40 事前打ち合わせ 特別支援教育コーディネーター 

9：00 授業参観 （各教員） 

13：00 中間打ち合わせ 特別支援教育コーディネーター 

13：00 授業参観 （各教員） 

15：00 授業研究会準備 特別支援教育コーディネーター 

16：00 授業研究会 特別支援教育コーディネーター 

17：00 事後打ち合わせ 

終了 

-- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 職業適性検査の分析作業シート兼プロフィール 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

注2）職業適性検査は，岩手県県南広域振興局の支援によって実施

された。その上で，ここで用いられた「職業適性検査の分析作業シ

ート兼プロフィール」は，岩手県県南広域振興局 就業支援員 及川

正行氏（公認キャリアコンサルタント）が独自に作成したものであ

り，これがＤ高等学校に提供された。 
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び分析作業の補助をするとともに，認知特性の解

釈ならびに個別の指導計画の内容の検討に従事し

た。 

 

４．まとめ 

本稿で報告した連携の実施体制では，巡回相談と

して共通する実施形態を基盤としつつ，各連携校園

が主体となり，自らの実情と必要性に基づいた独自

の取り組みが開発された。このような連携校園が自

らの主体性を確立し発揮した取り組みは，まさしく

「学校組織のエンパワメント」４）の事例として理解

されよう。 

また，ここでは，連携校園の特別支援教育コーデ

ィネーターの教員が校内組織の活性化に資するべ

く，本委員会が整理した連携スキル（コーディネー

ション， コンサルテーション，ファシリテーショ

ン， ネットワーキング，カウンセリング，アセス

メント）を発揮していた。また，これに関与する訪

問者も同様に連携スキルを発揮していた。 

例えば，Ａ幼稚園における「特別支援連絡会」に

おいては，幼児と幼児を取り巻く環境を含めて問題

の実態と支援の必要性を見出した。ここでは，アセ

スメントのスキルが発揮されたと言えよう。また，

アセスメントに基づいて，情報交換会の参加者が選

定されたが，これは，ネットワーキングのスキルの

発揮と言えよう。さらに，特別支援連絡会の取り組

み自体，あるいは，その実施結果が，園内の支援体

制の機能を促進することになるが，これは，ファシ

リテーションのスキルの発揮と言える。他方，「特

別支援連絡会」の参加者である訪問者は，Ａ幼稚園

教員の相談に対応しコンサルテーションのスキル

やカウンセリングのスキルを発揮していたと言え

えよう。 
したがって，各連携校園における実施体制それ自

体が，連携スキルを必然的に含んだ「一連の目的的

な連携の営み」５）と言え，ここには，実践モデルと

しての参照価値があった。 
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